
を
行
っ
た
。

　

今
回
は
、
各
単
組
の
組
織
担

当
者
を
含
め
た
拡
大
形
式
で
実

施
し
、
最
近
の
労
働
情
勢
に
つ

い
て
共
有
を
図
る
と
と
も
に
、

政
策
・
組
織
の
戦
略
的
展
開
に

つ
い
て
議
論
を
深
め
た
。

□
「
Ｊ
Ｒ
連
合
ビ
ジ
ョ
ン
」

  

推
進
委
員
会
（
拡
大
）

（
７
月
30
日
）

　

各
単
組
か
ら
拡
大
メ
ン
バ
ー

を
含
む
委
員
11
人
の
参
加
の

も
と
、「
Ｊ
Ｒ
連
合
ビ
ジ
ョ
ン
」

の
浸
透
と
実
践
に
向
け
た
議
論

　

具
体
的
に
は
、
民

主
化
当
該
単
組
に
お

い
て
は
、
引
き
続
き

組
織
拡
大
に
向
け
た

取
り
組
み
を
積
極
的

に
進
め
て
い
く
こ
と

の
ほ
か
、「
労
働
基

準
関
係
法
制
」
の
見

直
し
や
、
直
面
し
て

い
る
各
種
産
業
政
策

課
題
に
関
連
し
た
取

り
組
み
を
行
っ
て
い

く
こ
と
な
ど
を
確
認

し
た
。

□
第
１
回
労
働
政
策
委
員
会

（
８
月
６
日
）

　

今
回
、
全
面
Ｗ
Ｅ
Ｂ
形
式
に

て
開
催
さ
れ
た
委
員
会
に
は
、

各
単
組
か
ら
７
人
の
委
員
と
、

グ
ル
ー
プ
労
組
か
ら
２
人
の
オ

ブ
ザ
ー
バ
ー
が
参
加
し
た
。

　

２
０
２
５
春
季
生
活
闘
争
の

等
と
の
比
較
・
検
証
を
行
う
こ

と
を
確
認
し
た
。

　

さ
ら
に
、
こ
れ
ま
で
策
定
し

て
き
た
労
働
条
件
比
較
表
の
更

新
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
も
確

認
し
た
。

□
教
育
・
広
報
担
当
者
会
議

（
８
月
22
日
）

　

各
単
組
か
ら
担
当
者
８
人
の

参
加
の
も
と
、本
年
度
の
教
育
・

広
報
活
動
の
取
り
組
み
方
針
に

つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
。

　

教
育
活
動
に
つ
い
て
は
、

「
第
24
回
青
年
女
性
役
員
研

修
会
」
を
１
月
中
旬
に
、
東
京

エ
リ
ア
に
て
集
合
形
式
で
開
催

す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
前
年

度
は
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
と
連
携
し

て
カ
ス
ハ
ラ
の
取
り
組
み
な
ど

を
学
習
し
、
大
変
好
評
で
あ
っ

た
が
、
今
年
度
は
参
議
院
議
員

選
挙
が
実
施
さ
れ
、
政
治
に
対

す
る
意
識
が

高
ま
っ
て
い

る
こ
と
を
踏

ま
え
、
具
体

的
な
取
り
組

み
を
検
討
す

る
こ
と
が
確

認
さ
れ
た
。

　

広
報
活
動

に
つ
い
て
は
、

継
続
し
て
機

関
紙
「
Ｊ
Ｒ

連
合
」、
機

関
誌
「
て
る

み
に
」
を
各

単
組
か
ら
の
寄
稿
を
取
り
入
れ

な
が
ら
発
行
す
る
こ
と
と
し
、

「
て
る
み
に
」
に
つ
い
て
は
政

策
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
特
集
し
発

行
す
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

　

あ
わ
せ
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
積
極
的
に
活
用
し
て
い
く
こ

と
や
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、

Ｘ
（
旧
ツ
イ
ッ
タ
ー
）、
イ
ン

ス
タ
グ
ラ
ム
等
に
加
え
、
一

部
の
単
組
で
活
用
さ
れ
て
い
る

ラ
イ
ン
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト
な
ど

を
活
用
し
、
Ｊ
Ｒ
連
合
運
動
を

積
極
的
に
周
知
し
て
い
く
方
針

な
ど
に
つ
い
て
、
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

（１）第687号（毎月１日発行） ＪＲ連合 令和7年（2025）9月1日

振
り
返
り
や

今
後
の
課
題
、

労
働
力
不
足

に
直
面
す
る

な
か
で
課
題

と
な
っ
て
い

る
人
財
の
確

保
・
定
着
、そ

の
た
め
に
必

要
な
グ
ル
ー

プ
全
体
で
の

労
働
条
件
の

向
上
、「
中

期
労
働
政
策

ビ
ジ
ョ
ン
２

０
２
４

－

２

０
２
８
」
で

掲
げ
る
労
働
条
件
の
実
現
に
向

け
た
労
働
協
約
改
訂
の
取
り
組

み
等
に
つ
い
て
討
議
を
行
い
、

Ｗ
Ｅ
Ｂ
開
催
に
も
か
か
わ
ら
ず

積
極
的
な
意
見
が
交
わ
さ
れ
た
。

　

特
に
、
２
０
２
６
春
季
生
活

闘
争
に
向
け
て
、
Ｊ
Ｒ
連
合
内

外
で
拡
大
す
る
格
差
の
是
正

や
、
労
働
条
件
の
改
善
な
ど
、

中
長
期
的
な
視
点
で
、賃
金
・
労

働
条
件
を「
働
き
の
価
値
に
見

合
っ
た
水
準
」
に
引
き
上
げ
て

い
く
こ
と
な
ど
を
確
認
し
た
。

　

ま
た
、
引
き
続
き
賃
金
実
態

等
調
査
を
「
Ｊ
Ｒ
７
単
組
」「
グ

ル
ー
プ
労
組
」「
自
動
車
連
絡

会
」
を
対
象
に
そ
れ
ぞ
れ
実
施

し
、
賃
金
目
標
や
社
会
的
水
準

教育・広報担当者会議

「
Ｊ
Ｒ
連
合
ビ
ジ
ョ
ン
」実
現
に
向
け

各
種
委
員
会
で
討
議
を
行
う

運
動
方
針
に
基
づ
く
具
体
的
な
取
り
組
み
を
確
認

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
７
月
30
日
よ
り
各
種
委
員
会
を
開
催
し
、
第

35
回
定
期
大
会
で
決
定
し
た
運
動
方
針
に
基
づ
き
、
具
体
的
な

取
り
組
み
を
開
始
し
た
。

　

単
組
に
お
い
て
も
新
体
制
が
構
築
さ
れ
、
会
議
に
出
席
し
た

委
員
は
、
単
組
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
積
極
的
に
討
議
を
行

い
、
課
題
の
解
決
に
向
け
、
各
単
組
の
事
例
を
参
考
に
し
つ
つ
、

Ｊ
Ｒ
連
合
と
連
携
し
て
取
り
組
む
こ
と
を
確
認
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、「
Ｊ
Ｒ
連
合
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
実
現
に
向
け
、

単
組
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
課
題
に
耳
を
傾
け
、
次
代
を
見
据
え
、

未
来
志
向
の
運
動
を
引
き
続
き
力
強
く
展
開
し
て
い
く
。

2025年度
活動を始動

第１回労働政策委員会（WEB）

第１回ＪＲ連合ビジョン推進委員会

【交運共済】

新たに上村理事長を選出
～第１３１回通常総代会開催～

　

交
運
共
済
の
第
１
３
１
回
通
常
総

代
会
が
７
月
30
日
に
都
内
に
て
、

１
０
０
人
近
い
総
代
の
参
加
の
も
と
、

開
催
さ
れ
た
。

　

冒
頭
、
荻
山
市
朗
理
事
長
（
Ｊ
Ｒ

連
合
前
会
長
）
か
ら
、
こ
く
み
ん
共

済
ｃ
ｏ
ｏ
ｐ
へ
の
契
約
移
転
が
完
了

し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
組
合
員
各
位

の
労
苦
と
奮
闘
に
対
し
、
改
め
て
感

謝
の
辞
が
述
べ
ら
れ
た
。

　

ま
た
、
こ
く
み
ん
共
済
ｃ
ｏ
ｏ
ｐ

へ
の
制
度
移
行
に
伴
い
、
交
運
共
済

の
業
務
体
制
が
縮
小
さ
れ
て
お
り
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
組
合
役
員
の
協
力

が
不
可
欠
と
な
る
旨
訴
え
、
協
力
を

要
請
し
た
。

　

本
田
雅
明
専
務
理
事（
Ｊ
Ｒ
連
合
特

別
執
行
委
員
）
か
ら
事
業
報
告
が
行

わ
れ
、
定
款
や
規
約
等
の
一
部
改
正

に
関
す
る
議
案
が
提
起
さ
れ
、
す
べ
て

の
議
案
が
提
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

　

総
代
会
終
了
後
に
開
催
さ
れ
た
第

１
回
理
事
会
に
お
い
て
、
Ｊ
Ｒ
連
合

の
上
村
良
成
会
長
を
理
事
長
に
、
本

田
専
務
理
事
を
再
任
す
る
こ
と
が
承

認
さ
れ
、
新
た
な
体
制
で
の
交
運
共

済
が
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

交
運
共
済
は
、
総
合
共
済
に
関
す

る
内
容
を
中
心
に
、
こ
く
み
ん
共
済

ｃ
ｏ
ｏ
ｐ
と
連
携
し
、
組
合
員
の
福

祉
向
上
に
向
け
、
引
き
続
き
業
務
を

行
う
。
新
入
組
合
員
や
グ
ル
ー
プ
労

組
を
含
め
た
全
員
加
入
を
引
き
続
き

積
極
的
に
進
め
る
と
と
も
に
、
組
合

員
各
位
の
引
き
続
き
の
協
力
を
要
請

す
る
。

2025年度役員の任務分担決定2025年度役員の任務分担決定
　第35回定期大会以降に開催した
執行委員会（第１回：６月11日、第２
回：７月29日、第３回：８月19日）
において、三役・執行委員の任務分
担を決定するとともに、特別執行委

員の指定を行った。
　また、単組大会における役員改選
により一部役員を補充する必要が生
じたことから、第２回・第３回執行
委員会において承認した。

 役職名 氏　名 　　　　　  任  務  分  担　等

会　長 上村　良成 総括、ＪＲ私傷病共済運営委員会委員長、
   男女平等参画推進委員会委員長
  人見　圭一 労働政策委員会副委員長
  小林　徹志 ＪＲ連合ビジョン推進委員会副委員長
  鎌田　隆司 組織・財政検討委員会委員長、政治対策
   委員会委員長
 副会長 羽野　敦之 産業政策委員会委員長
  中村　鉄平 安全対策委員会委員長、産業政策委員会副
   委員長
  吉田　祥司 労働政策委員会委員長
  辻村　和裕 政治対策委員会副委員長
   事務局総括、総務財政局長、福祉対策局
   長、ＪＲ連合ビジョン推進委員会委員長、
  今井　孝治 組織・財政検討委員会担当（主査）、男事務局長  女平等参画推進委員会担当（主査）、ＪＲ
   私傷病共済運営委員会担当（主査）、
   退職者連絡会担当
   企画局長、広報局長、安全担当（主査）、
   総務財政・福祉対策担当、ボランティア
  宮野　勇馬 担当、ＪＲ健保担当、組織・財政検討委
   員会担当（副主査）、ＪＲ私傷病共済運営
   委員会担当（副主査）
   産業政策局長、教育局長、自動車連絡会
  石川　敏也 担当（主査）、安全担当（副主査）、グル
   ープ労組担当（副主査）
   労働政策局長、国際局長、グループ労組
  住吉　一家 担当（主査）、青年・女性委員会担当（主査）、執行委員

  医療連絡会担当
  谷口　昌隆 組織局長、政治局長、自動車連絡会担当
   （副主査）
  榎硲　文野 安全対策委員会副委員長、グループ労組
   担当（副主査）
 　 川端　準一 組織・財政検討委員会副委員長、青年・女
   性委員会担当（副主査）
  吉田　春菜 男女平等参画推進委員会副委員長、青年・女
   性委員会担当（副主査）

会計監査員
 宮崎　勝典

  福本　英治
  相良　夏樹 ＪＲ東海ユニオン（書記長）
  奥村　敬弥 グループ労組連絡会代表幹事
  李澤　亮汰 青年・女性委員会議長
  坂上　拓也 青年・女性委員会事務長
特別執行委員

 慶島　譲治 中央交運労協派遣（事務局長）
  中山　耕介 連合本部派遣（組織企画局長）
  本田　雅明 こくみん共済coop派遣（専務理事）
  福森　敬和 ＪＲ東海ユニオン

ＪＲ連合 令和6年（2024）10月1日（１）第 674号（毎月1日発行）

JAPAN  RAILWAY  TRADE  UNIONS  CONFEDERATION

日本鉄道労働組合連合会
〒103-0022 東京都中央区日本橋室町1-8-10 
                                             東興ビル9階

●発行者／荻山市朗　●編集者／宮野勇馬

TEL（NTT）03-3270-4590
FAX（NTT）03-3270-4429
１部２０円（但し組合費に含む）

h t t p : / / w w w . j r - r e n g o . j p

強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
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算
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算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
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７
年
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Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
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概
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要
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・
税
制
改
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Ｊ
Ｒ
連
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の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

ようこそJR連合へ

貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！
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貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！

JRの責任産別として
組織と運動を磨き、

すべての関係者との対話を通じて
強くしなやかなJR産業を築こう！
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！
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平和行動 in 長崎

　

Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
は
７
月
11

日
、
高
松
市
内
に
お
い
て
第

44
回
定
期
大
会
を
開
催
し
、

新
体
制
を
発
足
さ
せ
る
と
と
も

に
２
０
２
５
年
度
の
運
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
し
た
。

　

冒
頭
、
挨
拶
に
立
っ
た
大
谷

清
執
行
委
員
長
は
、
組
合
員
の

日
々
の
奮
闘
や
四
国
新
幹
線
の

早
期
実
現
を
求
め
る
署
名
活
動

へ
の
取
り
組
み
に
謝
辞
を
述
べ

る
と
と
も
に
、
安
全
の
確
立
、

組
織
強
化
、
労
働
環
境

改
善
や
政
策
課
題
解
決
・

政
治
へ
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
所
信
を
表
明
し
、

「
組
合
員
の
団
結
力
と

実
践
力
で
さ
ら
な
る
飛

躍
に
向
け
て
邁
進
し
よ

う
」
と
呼
び
か
け
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
上

村
会
長
と
石
川
敏
也
産

業
政
策
局
長
が
参
加
し

た
。
代
表
し
て
上
村
会
長
は
、

Ｊ
Ｒ
産
業
で
事
故
や
不
安
全
事

象
が
続
発
し
て
い
る
状
況
を
踏

ま
え
安
全
確
立
の
重
要
性
を
説

く
と
と
も
に
、
二
島
・
貨
物
の

経
営
自
立
と
い
っ
た
政
策
課
題

へ
の
取
り
組
み
、
組
織
拡
大
・

労
使
関
係
の
強
化
等
に
つい
て
述

べ
、
Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て
鋭
意
取

り
組
ん
で
い
く
決
意
を
述
べ
た
。

　

議
事
で
は
、
２
０
２
５
年
度

の
運
動
方
針
案
等
が
提
起
さ
れ
、

11
人
の
代
議
員
、
特
別
代
議
員

か
ら
安
全
確
立
・
人
財
確
保
・

労
働
条
件
や
働
き
方
の
改
善
等

に
係
る
要
望
や
質
疑
を
受
け
、

執
行
部
の
中
間
答
弁
お
よ
び
中

村
鉄
平
書
記
長
の
総
括
答
弁
の

後
、
す
べ
て
の
議
案
が
満
場
一

致
で
可
決
さ
れ
た
。

　

役
員
改
選
で
は
、
３
期
６
年

に
わ
た
り
Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
運
動

を
牽
引
し
て
き
た
大
谷
執
行
委

員
長
、
武
智
義
治
副
執
行
委
員

長
ら
が
退
任
し
、
中
村
執
行
委

員
長
を
は
じ
め
と
す
る
新
執
行

部
が
選
出
さ
れ
た
。

　

最
後
に
、
中
村
執
行
委
員
長

　

Ｊ
Ｒ
北
労
組
は
７
月
27
日
、

札
幌
市
内
に
お
い
て
第
24
回

定
期
大
会
を
開
催
し
、
２
０
２

５
年
度
の
運
動
方
針
を
満
場
一

致
で
決
定
し
た
。

　

執
行
部
を
代
表
し
て
挨
拶
し

た
人
見
圭
一
中
央
執
行
委
員
長

（
Ｊ
Ｒ
連
合
副
会
長
）
は
、
昨

年
来
、
不
安
全
事
象
や
事
故
が

続
発
し
、
５
月
よ
り
強
化
型
保

安
監
査
体
制
が
適
用
さ
れ
て
い

　

連
合
は
、
沖
縄
・
広
島
・
長

崎
・
根
室
の
４
か
所
に
お
い
て

毎
年
平
和
行
動
を
行
って
お
り
、

Ｊ
Ｒ
連
合
も
各
単
組
と
と
も
に

参
加
し
、
戦
争
が
引
き
起
こ
し

た
実
情
に
触
れ
、
平
和
へ
の
思

い
を
新
た
に
し
て
い
る
。

の
力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
で

定
期
大
会
を
締
め
く
く
っ
た
。

《
新
三
役
》

執
行
委
員
長　
　

中
村　

鉄
平

副
執
行
委
員
長　

和
田　

庄
平

書
記
長　
　
　
　

中
野　

圭
司

る
現
状
に
言
及
し
た
う
え
で
、

安
全
確
立
の
必
要
性
を
強
く
説

い
た
。
加
え
て
、
組
織
拡
大
、

政
策
課
題
解
決
・
政
治
と
の
関

わ
り
、
離
職
問
題
へ
の
対
応
に

つ
い
て
所
信
を
表
明
す
る
と
と

も
に
、「
北
海
道
の
経
済
や
生
活

を
支
え
る
公
共
交
通
機
関
と
し

て
の
使
命
を
し
っ
か
り
と
果
た

し
て
い
こ
う
」と
呼
び
か
け
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
、
上
村
会

長
と
石
川
産
業
政
策
局
長
が
参

◇

　

沖
縄
戦
の
犠
牲
者
ら
を
悼
む

「
慰
霊
の
日
」（
６
月
23
日
）

に
合
わ
せ
て
実
施
さ
れ
る
「
平

和
オ
キ
ナ
ワ
集
会
」
に
は
、
Ｊ

Ｒ
連
合
か
ら
相
良
夏
樹
前
組
織

局
長
と
と
も
に
Ｊ
Ｒ
西
労
組
組

合
員
が
参
加
し
た
。
地
方
連
合

か
ら
も
Ｊ
Ｒ
連
合
組
合
員
が
参

加
し
、
日
米
地
位
協
定
の
課
題

を
学
ぶ
と
と
も
に
、
世
界
の
恒

久
平
和
の
実
現
に
向
け
、
取
り

組
み
を
進
め
る
こ
と
の
重
要
性

を
改
め
て
確
認
し
た
。

◇

　

８
月
５
日
〜
６
日
に
か
け
て

開
催
さ
れ
た
「
２
０
２
５
平

和
行
動
in
広
島
」
に
は
、
Ｊ

Ｒ
連
合
か
ら
石
川
産
業
政
策
局

Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
第
44
回
定
期
大
会

組
合
員
・
家
族
の

  
明
る
い
未
来
実
現
に
向
け
て

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
６
月
21
日

〜
22
日
に
か
け
て
、
山
梨
県

早
川
町
保
地
区
で
の
地
域
活

性
化
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
、

Ｊ
Ｒ
西
労
組
・
Ｊ
Ｒ
九
州
労

組
、貨
物
鉄
産
労
か
ら
の
参
加

者
を
含
め
た
14
人
で

実
施
し
た
。
本
活
動

は
、
２
０
０
８
年
か

ら
継
続
し
て
き
た
も

の
で
あ
り
、
昨
年
に

続
き
、
食
事
の
手
配

や
熱
中
症
対
策
な
ど
、
事
前

の
準
備
を
早
川
町
役
場
と
連

携
し
て
き
た
。

　

活
動
の
経
緯
や
目
的
な
ど

を
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
説
明
し
た

後
、
各
単
組
も
含
め
各
班
に

し
、
保
地
区
の
住

民
に
退
任
を
直
接

報
告
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、

Ｊ
Ｒ
産
業
が
社
会

の
支
え
が
あ
っ
て

成
り
立
っ
て
い
る
こ

と
を
今
一
度
認
識

し
、
今
後
も
地
域
社
会
に
と
っ

て
必
要
不
可
欠
な
存
在
で
あ

り
続
け
る
た
め
、「
Ｊ
Ｒ
連
合

ビ
ジ
ョ
ン
」
で
掲
げ
る
「
社
会

と
つ
な
が
り
、
地
域
と
つ
な

が
り
、
他
産
業
・
労
働
組
合

の
仲
間
と
つ
な
が
る
」
活
動
に

継
続
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

分
か
れ
て
用
水
路
の
周
辺
整

備
、耕
作
放
棄
地
の
整
備
、公

民
館
近
辺
の
環
境
整
備
、
集

落
の
山
側
を
囲
む
獣
害
防
止

柵
の
ツ
ル
取
り
等
を
行
っ
た
。

　

１
日
目
終
了
後
は
、
Ｊ
Ｒ

連
合
参
加
者
で
Ｂ
Ｂ
Ｑ
を
行

い
、
２
日
目
終
了
後
は
、
地
元

の
皆
様
を
交
え
た
昼
食
懇
談

会
を
実
施
し
た
。
今
回
、
本

活
動
を
初
期
か
ら
創
り
上
げ

て
き
た
荻
山
前
会
長
も
参
加

第687号（２）ＪＲ連合令和7年（2025）9月1日

加
し
、
上
村
会
長
か

ら
、
北
海
道
の
地
で
民

主
化
の
旗
を
掲
げ
、
組

織
拡
大
の
成
果
を
上
げ

て
い
る
こ
と
に
謝
辞
を

述
べ
た
。
そ
し
て
、
安

全
確
立
、
二
島
・
貨
物

の
経
営
自
立
と
い
っ
た

政
策
課
題
へ
の
取
り
組

み
、
組
織
拡
大
・
労
使

関
係
の
強
化
等
に
つ

い
て
触
れ
、
Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て

の
運
動
の
方
向
性
を
示
し
た
。

　

議
事
で
は
、
執
行
部
よ
り
運

動
方
針
案
等
が
提
起
さ
れ
、
９

人
の
代
議
員
か
ら
、安
全
確
立
・

組
織
拡
大
等
に
係
る
要
望
や
質

疑
を
受
け
た
。
そ
の
後
、
執
行

部
答
弁
、
斎
藤
洋
治
郎
書
記
長

の
総
括
答
弁
後
、
す
べ
て
の
議

案
を
満
場
一
致
で
可
決
し
た
。

　

役
員
改
選
で
は
、
人
見
中
央

執
行
委
員
長
を
再
選
す
る
と
と

も
に
新
た
に
田
口
広
大
中
央
執

行
副
委
員
長
を
選
出
し
、
新
体

制
を
確
立
し
た
。

　

最
後
に
、
大
会
宣
言
案
を
採

択
し
、
団
結
が
ん
ば
ろ
う
で
２

０
２
５
年
度
の
運
動
の
ス
タ
ー

ト
を
き
っ
た
。

《
新
三
役
》

中
央
執
行
委
員
長　

人
見　

圭
一

中
央
執
行
副
委
員
長　

越
後　

真
一

中
央
執
行
副
委
員
長　

田
口　

広
大

書
記
長　
　
　
　

斎
藤
洋
治
郎

Ｊ
Ｒ
北
労
組
第
24
回
定
期
大
会

Ｊ
Ｒ
北
労
組
へ
の
総
結
集

　
　
　

民
主
化
闘
争
完
遂
め
ざ
す

連
合
２
０
２
５
平
和
行
動

連
合
に
集
う
仲
間
と
と
も
に

世
界
平
和
の
実
現
を
願
う

　私たちジェイアール西日本デイリーサービス
ネット労働組合（DSN労組）は、ＪＲ西日本
連合に加盟する労働組合です。
　会社事業は、ＪＲ西日本エリア（近畿圏）に
おけるコンビニエンスストアやお土産店の運営
を中心とした直営事業と、駅ナカ商業施設の企
画・開発や店舗誘致を行うテナント事業を主な
事業としています。また、現在は大阪・関西万
博の会場内にオフィシャルストアを出店し、オ
リジナル商品をはじめ、西日本エリアで事業を
展開している企業様や地域の伝統を活かしたも
のづくりを行われている作り手の皆様とコラボ
レーションした商品などを多数展開しています。
　私たちDSN労組は、組合員が働きがいを感
じ、安心して長く働き続けられる労働条件と職
場環境の構築に向けて、日々取り組みを進めて
います。また、組織活動の一環として定期的に
役員育成勉強会を開催し、労働組合の活動内容
や運動方針の共有、ワークルールをはじめとし
た知識向上といった教育活動にも注力しており、

活動を停滞させず、将来の担い手に円滑に継承
できるよう取り組みを進めています。
　これからも私たちの生活や当社の事業を取り
巻く環境の変化が続くことが想定されますが、
当労組は組合員のためにあることを最優先に考
えるとともに、中長期的な視点に立ってあらゆ
る活動を進めていきたいと考えています。引き
続き、皆様からのご指導ご鞭撻のほどよろしく
お願いいたします。

ジェイアール西日本
デイリーサービスネット

労働組合グループ労組めぐり
もっとつながろう

長
が
参
加
し
た
ほ
か
、
Ｊ
Ｒ
西

労
組
、
Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
、
貨
物

鉄
産
労
の
仲
間
約
30
人
が
参
加

し
、
核
兵
器
が
も
た
ら
し
た
悲

劇
や
戦
争
の
実
相
に
触
れ
る
と

と
も
に
、「
語
り
部
」
の
皆
様

が
高
齢
化
し
、
継
承
が
課
題
と

な
る
中
で
、
核
兵
器
の
な
い
世

界
の
実
現
に
向
け
、
私
た
ち
一

人
ひ
と
り
に
何
が
で
き
る
か
、

考
え
を
深
め
た
。◇

　

８
月
８
日
〜
９
日
、
連
合

「
２
０
２
５
平
和
行
動
in
長

崎
」
の
取
り
組
み
と
し
て
、
長

崎
市
内
各
地
で
開
催
さ
れ
た
集

会
や
慰
霊
式
等
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連

合
か
ら
住
吉
一
家
労
働
政
策
局

長
が
参
加
し
た
ほ
か
、
長
崎
地

本
組
合
員
を
は
じ
め
と
す
る
Ｊ

Ｒ
九
州
労
組
の
役
員
・
組
合

員
33
人
が
参
加
し
、「
被
爆
者

の
体
験
を
継
承
し
国
際
社
会
に

訴
え
る
の
は
今
し
か
な
い
」
と

の
メ
ッ
セ
ー
ジ
に
耳
を
傾
け
た
。

◇

　
Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
連
合
の
平
和

行
動
に
連
帯
・
参
画
し
、
世
界

平
和
の
実
現
に
向
け
て
引
き
続

き
取
り
組
ん
で
い
く
。

ＪＲ四国労組第44回定期大会

平和行動 in 沖縄

平和行動 in 広島

地
域
活
性
化
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

加
盟
単
組
と
と
も
に

山
梨
県
早
川
町
と
の
交
流

ＪＲ北労組第24回定期大会

定期的に開催している役員育成勉強会


